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Abstract
The purpose of this study is to take a brief look at Living Wages in the United Kingdom, to 
review and analyse the activities of ShareAction, a registered charity organization regarding 
the promotion of the London and UK Living wages by using “responsible investments”, and 
to obtain several suggestions for Japan.
1．はじめに
日本の最低賃金は国際的にみて低い水準にある。OECD の統計によると、2015 年の実質時
間当たり最低賃金額（米ドル換算）は、OECD 加盟国の中で 12 番目、G7 の中では、フラン





は 2008 年 7 月から）において、第 9 条 3 項に「前項の労働者の生計費を考慮するに当たつては、
労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるよう、生活保護に係る施策との整
合性に配慮するものとする」2 との文言が含まれたことから、近年は起こらなくなってはいるが、








最低限の賃金という考えの基に、現在 3 つの生活賃金が存在している。1 つはそれまでの最低
賃金に代るものとして、2016 年 4 月から導入された、全国において一律適用される全国生活
賃金（National Living Wage）、他の 2 つは Living Wage Foundation5 が公表している、自発
的な取り組みであるロンドン生活賃金（London Living Wage）とロンドン以外の UK 生活賃
金（UK Living Wage）である。政府が管轄している全国生活賃金と Living Wage Foundation
が取り組んでいる 2 つの生活賃金は適用対象、算出方法等が異なるが、いずれもそれまでの
全国最低賃金の金額よりも高い金額となっている6。採用は企業の自主性に任されているロン
ドン・UK 生活賃金であるが、近年、機関投資家による ESG 投資（責任投資）7 の考え方を











による全国生活賃金と Living Wage Foundation によるロンドン生活賃金および UK 生活賃金





2015 年 7 月の予算の発表の際に、イギリス政府は全国生活賃金（National Living Wage）の
導入の方針を明らかにし9、2016 年 4 月から 25 歳以上の成人を対象として、それまでの全国最
低賃金の成人レートに 50 ペンス上乗せした 7.20 ポンドの全国生活賃金が導入された10。2020
年までに、中位収入の 60％に到達するよう上昇させていく予定とのことである11。なお、24
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歳以下の人々については、引き続き現在の全国最低賃金の各レートが適用されている。全国最




いて、Living Wage Foundation は、生活賃金ではなく、単なるより高い最低賃金だとし、ロ
ンドンの生活費の高さを考慮していないことや 25 歳以上の成人に限定し、24 歳未満の人々を
対象外としていることを批判している12。なお、この新たな全国生活賃金導入の経済的インパ
クトについて、予算責任局（Office for Budget Responsibility）が、2020 年までに 6 万人の雇
用が失われる一方で、110 万人の雇用が新たに創出されるとの推計を公表している13。
2．2．ロンドン生活賃金（London Living Wage）




はなく、採用するか否かは各企業、団体の判断に任されている。2011 年以降は、Living Wage 























2．3．UK 生活賃金（UK Living Wage）
Living Wage Foundation は、2011 年から毎年、ロンドン以外の全国平均の生活賃金も公
表している。これは「UK 生活賃金」と呼ばれており、2016 年に改定された現行の金額は、
8.45 ポンドとなっている21。UK 生活賃金は、2015 年までラフバラ大学の社会政策研究セン
ター（Centre for Research in Social Policy at Loughborough University）によって算出され、
Living Wage Foundation により設定されるという仕組みとなっていた22。ただし、それまでロ
ンドン生活賃金が GLA Economics によって、UK 生活賃金がラフバラ大学の社会政策研究セ
ンターによって算出され、しかも算出方法が異なっていたことから、Living Wage Foundation




生活賃金を採用する企業については Living Wage Foundation が認証する仕組みを設定してい
る。認証を受けたロンドン生活賃金と UK 生活賃金の雇用者団体数は、2017 年 1 月時点で、
2,900 となっている24。
これまで述べてきたイギリスの最低賃金、全国生活賃金、ロンドン・UK 生活賃金は表 1 の
ように整理され、また時系列のそれぞれの賃金の推移は図 1 の通りである。図 1 によると、ロ
ンドン生活賃金は、2009 年以降、次第に全国最低賃金との差を拡大させ、2014、2015 年には
最低賃金の約 1.4 倍の水準となっていたが、2016 年は全国生活賃金の導入のため、1.35 倍とや
や差が縮小している。同様に、UK 生活賃金も、2011 年以降、全国最低賃金との差を拡大させ、
2015 年に 1.23 倍となったが、同じ理由で 2016 年には 1.17 倍へとやや差が縮小している。
3．ShareAction による生活賃金推進における ESG 投資の活用
イギリスにおいて、ロンドン・UK 生活賃金を自主的に採用する企業が増加している背景と
しては、上で述べたように、生活賃金を広める非営利組織の Living Wage Foundation が 2011






ドン・UK 生活賃金を広める取り組みを行っている ShareAction という非営利組織（登録チャ




（出所）Living Wage Foundation ホームページおよび Low Pay Commission ホームページに基づき、筆者作成
表 1：イギリスの最低・生活賃金
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任投資への動きを築く（Building the movement for Responsible Investment）」「投資システ
ムの中でのルール、統治、インセンティブを改革する（Reforming the rules, governance and 
incentives inside the investment system）」「社会と環境の問題を解決するための投資家達の
潜在力を解き放つ（Unlocking the potential of investors to solve social and environmental 





②生活賃金ための投資家の共同連携（The Investor Collaborative For the Living Wage）
ShareAction は、2011 年 に、「 生 活 賃 金 た め の 投 資 家 の 共 同 連 携（The Investor 
Collaborative For the Living Wage）」といった取り組みを開始した29。The Investor Collaborative 




を提供されることになっている。The Investor Collaborative For the Living Wage の目標は、
FTSE100 構成会社の 75％が生活賃金雇用者として認証されることとしている。ShareAction
がこの取り組みを開始した 2011 年には、FTSE100 構成会社のうち、生活賃金雇用者はわずか
2 社に過ぎなかった。しかし、2016 年 11 月時点では、31 社が正式に生活賃金雇用者として、
Living Wage Foundation から認証を受けており、まだ認証を受けてはいないものの、20 社が
生活賃金基準を満たしている状況に至っている31。さらに、FTSE100 社のうち、90 社と生活
賃金について議論を行っているという32。














2014 年までに共同署名に同意した投資家が管理運用する資産が 250 億ポンドに達し、イギリ
スにおける最大の地方自治体年金基金であるストラスクライド年金基金（Strathclyde Pension 
Fund）がメインストリームの資産保有者として署名に加わった36。
2013 年 11 月に、13 の著名な投資ファンドや投資会社の代表者の連名による、「我々は生活
賃金に投資したい（We want to invest in the living wage）」という見出しの手紙が Financial 
Times に掲載された37。この手紙をコーディネートしたのが ShareAction だった38。
こうした投資家の手紙とともに、企業の株主総会に ShareAction のスタッフや ShareAction
の支援を受けた個人株主が出席し、株主総会で当該企業の役員に対し、生活賃金の導入予定
について質問を行うことも頻繁に実施されている39。たとえば、2013 年に地域コミュニティ
のリーダーの 1 人が、大手民間テレビ放送局の ITV（Independent Television）の株主総会に
出席し、ITV が認証を受けて生活賃金雇用者になることを考えているかどうか質問すること
を ShareAction が手助けした40。ITV の役員会はすぐには明確な返答をしなかったが、役員
会は ShareAction および Living Wage Foundation のスタッフと生活賃金について協議するた
めに会合を持つことに同意した。投資家達も生活賃金を支持していることを証明するために、














































し、同調査から、認証を受けた 12 の生活賃金雇用者うち、11 の雇用者は従業員の採用と定着
にポジティブなインパクトがあったとの回答を示している49。さらに個別企業の事例として、
















GLA Economics による生活賃金雇用者へのアンケート調査を受けた組織の 70％が、自分達の
組織が倫理的な雇用者であることにコミットしていることについて消費者の意識が高まってい
ると回答したこと、さらに 2015 年の KPMG による 5,000 人の消費者を対象としたアンケート
調査の結果、10 人のイギリスの成人のうち、7 人が認証を受けた生活賃金の小売チェーン店で














体に対して 0.63 ポンドの所得増をもたらす、すなわち、1.63 ポンドの乗数効果があることを
示しており、これはイギリスの他の地域においても同様であるとしている59。
一方で、より多くの企業が生活賃金を採用する際にかかる費用について、直接的な費用は、
現在の時間当たり全国生活賃金 7.20 ポンドで週 38 時間働いていることを前提とし、時間当た
生活賃金推進におけるESG投資活用の可能性についての一考察（岸）
－ 381 －
り 8.45 ポンドの UK 生活賃金を採用した場合は、年間 14,227.20 ポンドから 16,697.20 ポンドと











間部門の労働者 400 万人の 4％未満の雇用が影響を受けるとしつつも、これは最悪のシナリオ
かつ、上記のマクロ経済上の経済刺激効果を含んでいないとし、以前、最低賃金がイギリス


















学の社会政策研究センターが最低所得基準（MIS, Minimum Income Standard）という手法を




















県別の生活賃金の算出が必要である67。2016 年 6 月に北海道労働組合総連合（道労連）は、道
内で一人暮らしをしている 10 から 30 代の若者 201 人分のアンケート調査に基づき、札幌市で
賃貸物件を借りて暮らす場合、男性で月額 22 万 5,002 円かかるとし、中央最低賃金審議会で
用いる月労働時間 173.8 時間で計算すると、時間当たり 1,295 円、一般の労働者の所定内時間
月 149.3 時間で計算した場合、時間当たり 1,507 円となることを公表した68。当時の北海道の最
低賃金は 764 円だったため、生活賃金という観点からすると、前者は最低賃金の約 1.7 倍、後
者は同約 2.0 倍必要ということになる。
4．2．日本における ESG 投資の現状と課題






れることもあったとのことである70。その後、2006 年 4 月に国連責任投資（The Principles for 





原則 1：投資分析と投資の意思決定に ESG 事項を組み込む。
原則 2：積極的な所有者であり、ESG を所有方針と実践に組み込む。





採用し、実施することを公にコミットすることになるとしている73。2017 年 1 月 30 日時点で、
世界全体で 1,661 機関が署名しており、このうち、アメリカが 302 機関（全体の 18.2％）、イ
ギリスが 242 機関（同 14.6％）、日本は 54 機関（同 3.3％）となっており74、日本の署名機関は
まだ少ない状況となっている。
日本独自の取り組みとしては、2014 年 2 月に金融庁に設置された有識者検討会によって、「『責








積極的、能動的な対応についても言及している76。2015 年 9 月には、2015 年 4-6 月期の運用




報開示という観点からは、GRI（Global Reporting Initiative）の「G4 サステイナビリティ・
レポーティング・ガイドライン」においても、G4-LA-2「派遣社員とアルバイト従業員に
は支給せず、正社員に支給する給付（主要事業拠点ごと）」のみ、GRI スタンダード GRI 
401: EMPLOYMENT においても、同様に「Disclosure 401-2 Benefits provided to full-time 
employees that are not provided to temporary or part-time employees」となっており、非正
規従業員に関する項目は含まれていない79。たとえば、日本における代表的な資産運用会社の
一つであるニッセイアセットマネジメント株式会社は、責任投資への取り組みについて、「他
社の ESG 情報を使用せずに独自の ESG 評価手法を確立してきた。その情報源は、やはり企業
との対話がメインである。例えば、S（社会）の観点では従業員の会社満足度や定着率などの




このように、PRI といった国際的な ESG 投資（責任投資）の取り組みとともに、日本にお
いても、「日本版スチュワードシップ・コード」と「コーポレートガバナンス・コード」の策
定、公表により、日本の機関投資家においても ESG 投資が広まりつつある。NPO 法人日本サ
ステナイブル投資フォーラムの 2016 年 9-10 月調査によると、日本のサステイナブル投資残高
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